
自立支援・活動基盤強化・マネジャー設置（支援）の補助対象年数の考え方 

【補助対象年数の考え方】 

補助対象年数は、自立支援、活動基盤強化またはクラブマネジャー設置（支
援）事業のうち、最初に補助を受けた年度から継続した５か年度となります。
（補助を受けない年度も含まれます。） 

※クラブマネジャー設置事業については、上記５か年度経過後、引き続き継続した３か年度について、
補助対象となります。この場合、補助の対象となる要件が異なります。 

 

 

 

 

 

【例】 

2年度目 5年度目 3年度目 4年度目 1年度目 

「自立支援」
で補助 

「自立支援」
で補助、年度
内に法人化 

補助なし 「活動基盤
強化」で補
助 

補助を受けない年度
についても、補助年数
のカウントをします。
例では、2年度目に補
助を受けなかった場
合の次年度の要望は、
3年度目となります。 

○補助対象（５か年度）を終了した総合型クラブが活動費の補助を受けるには・・・ 

「スポーツ団体スポーツ活動補助のスポーツ活動推進事業」において、引き続きスポーツ
教室等の活動に対する補助を申請することができます。この場合、総合型クラブは、非営
利法人であること等が要件となります。ただし、クラブマネジャー設置事業（６～８年度目）
との同時申請はできません。 

（参考資料：スポーツ振興くじ助成事業 募集の手引きより抜粋・要約） 



（参考資料：スポーツ振興くじ助成事業　募集の手引きより抜粋・要約）

ク ラ ブ
補助
1年度目

補助
2年度目

補助
3年度目

補助
4年度目

補助
5年度目

補助
6年度目

補助
7年度目

補助
8年度目

補助
9年度目
以降

１．自立支援事業
（日本体育協会を通しての申請の場合）

任 意
団 体

２．活動基盤強化事業
非営利
法 人

３．クラブマネジャー
　　　　　　　　設置支援事業
（日本体育協会を通しての申請の場合）

任 意
団 体

４．クラブマネジャー設置事業
非営利
法 人

５．スポーツ活動推進事業
（スポーツ大会・教室の開催
等）

事業
経費

非営利
法 人

事業
経費

雇用
経費

自立支援・活動基盤強化・マネジャー設置（支援）事業の補助対象年数について

○スポーツ活動推進事業は補助年数の期限はない。ただし、活動基盤強化事業・クラブマネジャー設置事業との同時申請は出来ない。

事業名

活動拠点において年間を通じた定期的な運動・スポーツ活動を実施 

活動拠点において年間を通じた定期的な運動・スポーツ活動を実施 

総合型クラブ育成の中心的役割を担うクラブマネジャーを雇用 

総合型クラブ育成の中心的役割を担うクラブマネジャーを雇用 

法人化により直接
申請が可能となる 

法人化により直接
申請が可能となる 

どちらか一方のみ申請が可能 

法人格を有するスポーツ団体として、スポー
ツ大会・教室等を実施 

公益性の高い総合型クラブへ発
展させるため、中心的役割を担
うクラブマネジャーを雇用 




